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金融市場NOW
“安全な水”を利用できる社会の実現へ
拡大が見込まれる水ビジネス市場で日本の高技術が存在感を高められるか
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出所）図表1はユニセフ、図表2は経済協力開発機構（OECD）のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

 国連は、2030年までに誰もが安全な水を使うことができるよう、インフラの構築や水質の改善を行うよ
う、各国・地域に協力を呼びかけている。

 水資源分野で高い技術を有するとされる日本企業が、今後世界で存在感を高めることが期待される。

図表1：20億人が“安全な水”を利用できずにいる

図表2：経済発展等により水需要の増加が予想される

“安全な水”を使用できるのは限られた人のみ
 地球にある水のうち97.5%は塩水であり、淡水
はわずか2.5%です。なお、淡水のうち大部分は
氷や氷河であり、河川や湖沼などの人々が利用
しやすい水は約0.01％にすぎません。

 貴重な水資源を安全に不自由なく利用できるの
は、インフラが整備された国に住む限られた人
だけです。ユニセフによれば、2020年時点で世
界の人口78億人のうち20億人が水道のパイプで
安全に管理された“安全な水”を使用できず、
このうち1億2,200万人が湖や河川、用水路など
の浄水未処理の水を使用しています（図表1）。

 なお、国土交通省の資料によると、水道水をそ
のまま飲むことができる国・地域は日本を含め
てわずか12ヵ国しかないといわれています。

 経済発展や都市化、人口増加にともなう水の使
用量の増加などにより、水需要の増加が予想さ
れています（図表2）。国連は、2030年までに
誰もが“安全な水”を使うことができるよう、
インフラの構築や水質の改善を行うよう、各
国・地域に協力を呼びかけています。

※世界の水需要予測（雨水は含まない）
＊新たな政策が導入されずに、社会経済の動向がこのまま推移した場
合を想定。2012年時点のOECDの予測値。
BRIICS：ブラジル、ロシア、インド、インドネシア、中国、南アフ

リカ

水資源分野で日本技術の存在感が高まるか
 経済産業省によると、2010年時点で50兆円で
あった海外の水ビジネス市場は2019年には72
兆円まで拡大し、2030年には110兆円を超える
と見込まれています。

 日本は水と衛生分野に関する政府開発援助
（ODA）として世界最大の金額を拠出するとと
もに、豊富な経験や技術を活かし、専門家の派
遣や新興国からの研修員受入れなどの技術協力
を行っています。しかし、海外の水ビジネスに
おける日本企業のシェアは１％未満と現時点で
は低く、日本企業の強みを発揮できていないと
いうのが現状です。

 ろ過技術である膜分離をはじめ、日本は水資源
分野において高い技術を有しているとみられ、
世界で貢献できる領域は広いと考えられます。
政府は海外シェア拡大をめざし、日本企業のさ
らなる海外展開を後押していく見込みです。

※世界の人々の水のアクセス状況（2020年時点）
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安全に管理された飲み水を利用できる

基本的な飲み水を利用できる

限定的な飲み水を利用している

安全に管理されていない水源を利用している

地表水（池や川の水）を利用している

＊四捨五入をしているため、合計が
100％にならない場合があります。

安全に管理された飲み水：
自宅にあり、必要な時に入手でき、排泄物や化学物質によって汚染さ
れていない、安全に管理された水源から得られる水。
基本的な飲み水：
自宅から往復30分以内（待ち時間を含む）で水を汲んでくることがで
きる、安全に管理された水源から得られる水。
限定的な飲み水：
自宅から往復30分よりも長い時間（待ち時間を含む）をかけて水を汲
んでくることができる、安全に管理された水源から得られる水。
安全に管理されていない水源：
外部からの汚染、特に人や動物の排泄物から十分に保護される構造を
備えていない水源。
地表水：
川、ダム、湖、池、小川、運河、灌漑用運河といった水源から直接得
られる水。
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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